（様式１）

予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費　　　
	事業名　ボーノブラウン普及推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　　　畜産課　養豚・養鶏係　電話番号：058-272-1111（内2876）

　　　　　　　E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　323千円（前年度予算額： 323千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	323
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	323

	要求額
	323
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	323

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
本年7月に日欧経済連携協定（日欧ＥＰＡ）の大筋合意がなされ、安価な輸入豚肉が増え、競争が激化することが懸念される状況にある。

　　　今後、ＥＰＡ等による激動の時代を生き抜いていくためには、豚肉に明確な特徴を持たせ、輸入品や国内他産地との差別化を図ることが必要である。

平成２８年度から、県内養豚農家1件1件に対し輸入品等との差別化を図る手段の一つとして、全国でも稀な「霜降豚肉」が生産できる種豚「ボーノブラウン」のＰＲによる利用促進を行ってきたが、種豚の改良や飼養管理に関する要望が多く寄せられていることから、養豚農家との意見交換を継続して実施し、より多くの農家に利用される種豚づくりとしていく必要がある。
（２）事業内容
　　　畜産研究所と連携し、農家の要望に沿った種豚づくりと、多くの農家に利用して頂くための飼養管理技術の指導を行うため、継続して種豚のＰＲ及び農家との意見交換を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県で開発した優良種豚「ボーノブラウン」を県内農家に普及するため、県が主体となって事業を行う必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	150
	業務旅費

	消耗品費
	15
	事務用品

	燃料費
	41
	公用車燃料

	役務費
	28
	郵便代、電話等

	使用料及び賃借料
	89
	高速利用料金

	
	
	

	合計
	323
	


	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「新たなぎふ農業・農村基本計画」により養豚において目標値を設定している。
（２）後年度の財政負担
　　　「ボーノブラウン」の普及はＴＰＰやＥＰＡの影響等で想定される厳しい状況を乗り切るための本県の重要な施策であるため、次年度以降も進めていく必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　県
事業評価調書（県単独補助金除く）

	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「新たなぎふ農業・農村基本計画（案）」より

・県内農家の豚肉の品質を底上げするため、県畜産研究所が生産する優良な種豚（ボーノブラウン）の利用経営体数を現状（平成26年度）９戸から平成32年度には２０戸に伸ばす計画である。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	県有種豚（ボーノブラウン）の利用経営体数
	９
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	１１
（H29）
	２０
（H32）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・県内養豚農家を巡回し、種豚改良に対する要望の聞き取りや畜産研究所の研究の進捗状況や最新の研究結果の情報提供を行った。
　


（前年度の成果）

	・継続的に農家に周知・意見聴取を行うことで、畜産研究所の種豚改良の方
向性が明らかになり、より求められる種豚の生産が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	TPPやEPAに対抗する豚肉生産のためには、本県独自の付加価値（霜降り）を持つ豚肉を生産する種豚「ボーノブラウン」を活用し、県内産豚肉に対する消費者の支持を獲得する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	事業開始時よりも「ボーノブラウン」利用経営体数は徐々に増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	「ボーノブラウン」を利用しているかどうかや、畜産研究所の利用歴があるか等農家の状況に応じて、畜産課と畜産研究所が役割分担を行い、周知や意見聴取を行っている。


（今後の課題）

	・多くの県内農家が利用できるよう種豚改良に対する要望について継続的に把握する必要がある。

・畜産研究所の精液供給体制を整え、安定的に県内農家へ精液等を提供できる体制を維持する必要がある。


（次年度の方向性）
	・「ボーノブラウン」利用の可能性が考えられる農家全ての利用を目指す。

・「ボーノブラウン」霜降り率を現状の６％から８％へ向上させ、さらに生産効率の向上を図り、より高品質で低コストな豚肉生産に寄与するための研究を進める。


